
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年度決算に係る財務諸表の分析等 
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Ⅰ．普通会計財務諸表 

 １．普通会計財務諸表の作成基準等 

  （１）作成基準 

     基   準 ・・・ 総務省方式改訂モデル 

                貸借対照表（B／S）、行政コスト計算書（P／L）、 

純資産変動計算書（NWM）、資金収支計算書（C／F） 

     対 象 会 計 ・・・ 普通会計（一般会計＋鷹巣診療所特別会計） 

     基 準 日 ・・・ 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

                ※貸借対照表は平成２７年３月３１日時点 

     基本データ ・・・ 昭和４４年以降の「地方財政状況調査」及び昭和４３年以前取得土地のう

ち主に公有建物が存する土地 

 

  （２）財務諸表の相関関係 

    

うち

③

－

＋

±

＝

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

① ②

経常行政コスト
資産 負債

－

純経常行政コスト

【資金収支計算書】

経常収益

＝

純資産

【純資産変動計算書】

歳計現金

＋

収　入 期首純資産残高
－

支　出

当該年度資金増減額
＝

一般財源、補助金受入等

純経常行政コスト

期首資金残高
科目振替等＝

期末資金残高

期末純資産残高

 

     上記の図に示すように、4つの財務諸表は、それぞれに一定の整合性のもと成り立つ相関関係に

あります。 

     ① 貸借対照表のうち「歳計現金」（※連結財務諸表では「歳計現金」が「資金」となります。）

の額は、資金収支計算書の「期末資金残高」の額と一致します。 

     ② 貸借対照表の「純資産」の金額は、資産と負債の差額であり、純資産計算書の「期末純資産

残高」の額と一致します。 

     ③ 行政コスト計算書の「純経常行政コスト」の金額は、費用と収益の差額（純資産の変動要因

の一つ）であり、純資産変動計算書の「純経常行政コスト」の額と一致します。 
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Ⅱ．普通会計財務諸表の概要 

１．貸借対照表 

    貸借対照表は、地方公共団体がどれほどの資産を有するかと、その資産がどのような財源で賄われ

ているかを示す書類です。 

資産とは、将来にわたり市の行政サービスを提供するための資源で主に土地・建物・基金などの現

在価値を示しており、負債とは、将来にわたる負担で、主に借入金や退職手当などとなります。純資

産とは、資産形成に充てられた市税などの一般財源や国庫支出金・県支出金などの財源で、既に現世

代が負担した税等で賄われたものです。 

１．公共資産 97,665,382 １．固定負債 32,126,995
　(1)有形固定資産 97,482,696 　(1)地方債 28,274,691
　(2)売却可能資産 182,686 　(2)長期未払金 220

　(3)退職手当引当金 3,852,084
２．投資等 8,145,949 　(4)その他 0
　(1)投資及び出資金 1,500,575
　(2)貸付金 157,815 ２．流動負債 3,390,634
　(3)基金等 6,033,636 　(1)翌年度償還予定地方債 3,199,580
　(4)長期延滞債権 488,109 　(2)短期借入金 0
　(5)回収不能見込額 △ 34,186 　(3)未払金 225

　(4)翌年度支払予定退職手当 0
　(5)賞与引当金 190,829

３．流動資産 4,485,873
　(1)現金預金 4,393,491 負債合計 35,517,629
　　①歳計現金 1,164,725
　　②財政調整基金等 3,228,766 １．公共資産等整備国県補助金 17,451,583
　(2)未収金 92,382 ２．公共資産等整備一般財源 69,039,769
　　①地方税・その他 85,577 ３．その他一般財源 △ 11,736,679
　　②回収不能見込額 △ 1,306 ４．資産評価差額 24,902

純資産合計 74,779,575
資産合計 110,297,204 負債・純資産合計 110,297,204

純資産の部

（単位：千円）
平成２６年度宍粟市普通会計貸借対照表

資産の部 負債の部

    【売却可能資産】  普通財産（土地）を時価評価額にて計上 

    【長期延滞債権】  1年を超える滞納債権（税、使用料、分担金など） 

    【回収不能見込額】 過去 3ヶ年の不納欠損率により算定 

    【未収金】     1年以内の滞納債権（税、使用料、分担金など） 

    【地方債】     翌年度償還予定元金を除く地方債現在高（翌年度支払予定元金は流動負債） 

    【退職手当引当金】 年度末において全職員が普通退職した場合の退職手当の総額（翌年度支払予

定退職手当は退手組合へ加入しているため計上しない。） 

    【賞与引当金】   翌年度 6月支払予定賞与のうち当該年度（12月～3月分）分の賞与 

 

     

 

 

 

 

 普通会計の資産は約 1,103.0 億円で、このうち約 88.5％が土地や建物などの公共資産約 976.7

億円となっています。資産形成に要した財源を見てみると、借入金などの将来負担となる負債残

高が約 355.2 億円で、税金や国県補助金などの既に現役世代が負担した純資産残高が約 747.8 億

円となっています。負債と純資産の比率は、負債 32.2%、純資産 67.8%となっており負債は減少

傾向にあります。 
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  ２．行政コスト計算書 

    行政コスト計算書は、１年間に実施された資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、そ

のサービスの直接の対価となる使用料・手数料などの収入を示す書類です。この経費と収入の差額が

純粋に税金などで賄うべき経常的な行政コストで、いわゆる「純経常行政コスト」となります。 

 

経常費用　a 21,265,336
人にかかるコスト 3,842,560
　(１)人件費 2,979,999
　(２)退職手当引当金繰入等 671,732
　(３)賞与引当金繰入額 190,829
物にかかるコスト 6,945,029
　(１)物件費 2,790,157
　(２)維持補修費 112,491
　(３)減価償却費 4,042,381
移転支出的なコスト 10,035,150
　(１)社会保障給付 3,237,070
　(２)補助金等 2,446,399
　(３)他会計等への支出額 4,051,044
　(４)他団体への公共資産整備補助金等 300,637
その他のコスト 442,597
　(１)支払利息 410,977
　(２)回収不能計上見込額 35,458
　(３)その他 △ 3,838

経常収益　b 765,836
使用料・手数料、分担金・負担金等 765,836

純経常行政コスト　a-b 20,499,500

平成２６年度宍粟市普通会計行政コスト計算書
（単位：千円）

 

    【退職手当引当金繰入等】  退職手当組合負担金を計上 

    【賞与引当金繰入額】    次年度 6月に支給する当該年度（12月～3月）分の賞与 

    【物件費】         消耗品費、光熱水費、小規模修繕、通信費など 

    【社会保障給付費】     生活保護費、障害福祉サービス費、児童手当など 

    【回収不能計上見込額】   市税等の実際の不納欠損額など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計の経常費用（行政コスト）は約 212.7 億円です。一方、行政サービスの直接の対価

として収入した経常収益は約 7.7億円であり、市税や国県補助金等で賄うべき純経常行政コスト

は約 205.0億円となります。これを市民 1人あたり（年度末住基人口 40,473人で算定）に換算

すると、資産形成を伴わない経常的な行政サービスの提供に 1人あたり約 50.6万円が必要であ

ったことが分かります。 
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  ３．純資産変動計算書 

     純資産変動計算書は、貸借対照表の資産が１年間にどのように増減したのかを示す書類です。貸

借対照表では、期末の普通会計の純資産情報しか提供できないのに対し、純資産変動計算書ではそ

の変動の内容を見ることができます。 

     純資産の増減は、1年間の行政活動において将来への負担の増減を示すものであり、増加は将来

世代に引継ぐ財産が増えたか将来負担が減ったことを表し、減少は財産が減ったか将来負担が増え

たことを表します。 

 

         

（単位：千円）

75,943,401
純経常行政コスト △ 20,499,500
一般財源 15,871,775
補助金等受入 3,485,544
臨時損益 △ 29,481
資産評価替 7,836

74,779,575　　期末純資産残高

平成２６年度宍粟市普通会計純資産変動計算書

　　期首純資産残高

 

 

    【純経常行政コスト】   行政コスト計算書における純経常行政コスト 

    【一般財源】       市税や地方交付税など 

    【補助金等受入】     国県支出金 

    【臨時損益】       公共資産除売却損益や災害復旧事業費など 

    【資産評価替】      毎年度時価評価が必要な売却可能資産や有価証券などの資産の 

                 年度間における評価差額 

    【期末純資産残高】    当該年度の貸借対照表の純資産と一致 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計の純資産は、前年度から約 11.6 億円減の 747.8 億円となっており、投資にかかる国

県補助金の減が影響しています。 
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  ４．資金収支計算書 

     資金収支計算書は、1年間の資金の収支を表すものです。官庁会計の収支決算書が示す内容と類

似する書類ですが、官庁会計収支決算書と大きく異なる点としては、収支を性質別に「経常的収支」、

「公共資産整備収支」、「投資財務的収支」の３区分で表していることなどがあげられます。 

（単位：千円）

経常的収支の部 5,829,772
人件費 △ 3,450,471
物件費 △ 2,790,157
社会保障給付費 △ 3,237,070
補助金等 △ 2,318,520
支払利息 △ 410,977
他会計への事務費等繰出支出 △ 3,261,735
その他支出 △ 126,901
地方税 4,749,087
地方交付税 10,077,352
国県補助金等 3,115,785
地方債発行額 1,290,760
基金取崩額 105,448
その他収入 2,087,171

公共資産整備収支の部 △ 609,728
公共資産整備支出 △ 2,361,325
公共資産整備補助金等支出 △ 300,637
他会計への建設費繰出支出 △ 58,852
国県補助金等 369,759
地方債発行額 1,551,615
基金取崩額 6,019
その他収入 183,693

投資・財務的収支の部 △ 5,042,432
投資及び出資金 0
貸付金 △ 345,000
基金積立額 △ 211,072
定額運用基金への繰出支出 △ 551
他会計等への公債費繰出支出 △ 858,336
地方債償還額 △ 4,097,133
国県補助金等 0
貸付金回収額 356,332
公共資産等売却収入 113,328
その他収入 0

当年度歳計現金増減額 177,612
期首歳計現金残高 987,113
期末歳計現金残高 1,164,725

平成２６年度宍粟市普通会計資金収支計算書

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計の歳計現金は、期末残高が約 11.6億円となっています。 

区分ごとでは、経常的収支の部が約 58.3 億円の黒字、公共資産整備収支の部が約 6.1 億円の

赤字、投資財務的収支の部が約 50.4億円の赤字となっています。 

 経常的収支の部の黒字が小さくなると、税等の使途が特定された状況（財政の硬直化）を意

味し、弾力的な財政運営を阻害する要因となります。 
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Ⅲ．普通会計財務諸表の分析 

１．前年度比較による分析 

   ◇貸借対照表 

    

（単位：百万円）

項目 H25 H26 増減 説明
１　公共資産 99,940 97,665 △ 2,275 学校施設改修事業費などの減

２　投資等 8,056 8,146 90
３　流動資産 4,349 4,486 137 繰越による歳計現金の増

資産合計 112,344 110,297 △ 2,047
１　固定負債 33,173 32,127 △ 1,046 繰上償還の効果による減

２　流動負債 3,228 3,391 163
負債合計 36,401 35,518 △ 883

純資産合計 75,943 74,779 △ 1,164
負債及び純資産合計 112,344 110,297 △ 2,047  

     

 

 

 

 

 

 

   ◇貸借対照表（目的別による比較） 

（単位：百万円）

構成比 構成比

生活インフラ・国土保全 31,292 31.3% 31,092 31.8% △ 200
減価償却 　△832
道路改良等 　632

教育 30,110 30.1% 30,375 31.1% 265
減価償却 　△716
耐震事業等   981

福祉 1,948 1.9% 1,800 1.8% △ 148
減価償却 　△270
こども園整備   122

環境衛生 8,862 8.9% 8,049 8.2% △ 813
減価償却 　△837
下水道施設等   24

産業振興 15,858 15.9% 14,915 15.3% △ 943
減価償却  △1131
観光施設整備等 188

消防 1,344 1.3% 1,304 1.3% △ 40
減価償却　 △ 77
車両購入等　  37

総務 10,343 10.3% 9,947 10.2% △ 396
減価償却　 △484
多目的広場等　  88

売却可能資産 183 0.2% 183 0.2% 0

公共資産合計 99,940 100.0% 97,665 100.0% △ 2,275

主な増減理由行政目的 Ｈ25 Ｈ26 増減

 

 

 

 

 

 

 

 資産は、普通建設事業費の減により公共資産が約 22.8億円減少しています。また、負債と純

資産は、負債が約 8.8億円、純資産が約 11.6億円減少しています。 

負債の部は、1年を超えて支払期限が到来するものを固定負債といい、1年以内に支払期限が

到来するもの流動負債といいます。情報化・地域振興基金造成等で発行した地方債の償還が到

来するため流動負債が増加していますが、平成 26 年度に行った約 10.9 億円の繰上償還により

固定負債・負債合計が減少しています。 

  

目的別の公共資産の増減は、小学校建設・耐震化など教育施設整備による教育費が約 2.7億円

増加し、他の目的については、資産形成は行っているものの、減価償却の影響が大きく全体的

に減となっています。 

公共資産総額では、前年度比で約 22.8億円減少しています。 
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   ◇行政コスト計算書（性質別による比較） 

    

（単位：百万円）

構成比 構成比

経常行政コスト 19,886 100.0% 20,597 100.0% 711

 １ 人にかかるコスト 3,060 15.4% 3,174 15.4% 114
国に準じた給与削減措置
の終了による増

 ２ 物にかかるコスト 6,766 34.0% 6,945 33.7% 179

 ３ 移転支出的なコスト 9,507 47.8% 10,035 48.7% 528
西はりま消防組合負担金
（デジタル化工事）の増

 ４ その他のコスト 553 2.8% 443 2.2% △ 110

経常収益 709 100.0% 766 100.0% 57

純経常行政コスト 19,177 19,831 654

受益者負担比率 3.6% 3.7% 0.2%

増減理由H25総額 H26総額 増減

 

   ◇行政コスト計算書（目的別による比較） 

    

（単位：百万円）

構成比 構成比

純経常行政コスト 19,177 100.0% 19,831 100.0% 654

 １ 生活インフラ・
　　国土保全 2,180 11.4% 2,201 11.1% 21

 ２ 教育 2,403 12.5% 2,467 12.4% 64

 ３ 福祉 5,582 29.1% 5,768 29.1% 186 社会保障給付費の増

 ４ 環境衛生 2,851 14.9% 3,045 15.4% 194 総合病院繰出金の増

 ５ 産業振興 2,746 14.3% 2,763 13.9% 17

 ６ 消防 924 4.8% 1,191 6.0% 267
西はりま消防組合負担金
（デジタル化工事）の増

 ７ 総務 1,879 9.8% 1,869 9.4% △ 10

 ８ 議会 182 0.9% 182 0.9% 0

 ９ 支払利息 457 2.4% 401 2.0% △ 56
地方債償還による利子
の減

 １０ 回収不能見込
　　　計上額 78 0.4% 35 0.2% △ 43

 １１ その他行政コスト 5 0.0% -4 0.0% △ 9

 １２ 一般財源振替額 △ 110 △0.5% △ 87 △0.7% 23

主な増減理由H25総額 H26総額 増減

 

 

 

 

 

 

 

 

 

純経常行政コストは、前年度比で約 6.5億円増加しました。主な要因としては、国に準じた給

与削減措置の終了による人件費の増、西はりま消防組合負担金（デジタル化工事分）の増など

です。 

目的別にみると、地方債償還による利子の減はあるものの、社会保障給付費の増、総合病院

への繰出金の増、西はりま消防組合負担金（デジタル化工事分）の増などにより福祉・環境衛

生・消防が大きく増加しています。 
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２．財務比率による分析 

   ◇住民 1 人あたりの財務諸表 

    貸借対照表 

『Ｈ２７．３．３１現在住基人口＝40,473人』 （単位：千円）

金額 金額
公共資産 2,413 固定負債 794
　うち売却可能資産 5 　うち地方債 699
投資等 201 流動負債 84
　うち基金等 149 　うち翌年度償還予定地方債 79
流動資産 111 負債合計 878
　うち現金預金 109 金額

純資産合計 1,847
資産合計 2,725 負債・純資産合計 2,725

純資産の部

資産の部 負債の部

平成２６年度宍粟市普通会計貸借対照表（住民１人あたり）

借方 貸方

《参考》他団体比較（住民１人あたり） （単位：千円）
宍粟市 相生市 赤穂市 たつの市 加西市 南あわじ市

公共資産 2,413 1,952 1,937 1,715 1,246 2,301
地方債 699 413 496 528 366 717
純資産 1,847 1,611 1,578 1,187 922 1,822
地方債÷公共資産 29% 21% 26% 31% 29% 31%
注）他団体数値は、公表数値をもとに宍粟市において算出しています。  

 

 

 

    行政コスト計算書 

    

『Ｈ２７．３．３１現在住基人口＝40,473人』 （単位：千円）

構成比 構成比

経常行政コスト 468 100.0% 509 100.0% 41
 １ 人にかかるコスト 74 15.8% 78 15.3% 4
 ２ 物にかかるコスト 164 35.0% 172 33.8% 8
 ３ 移転支出的なコスト 218 46.6% 248 48.7% 30
 ４ その他のコスト 12 2.6% 11 2.2% △ 1
経常収益 15 78.9% 19 100.0% 4
純経常行政コスト 453 490 37
受益者負担比率 3.2% 3.7% 0.5%

平成２６年度宍粟市普通会計行政コスト計算書（住民１人あたり）

H25総額 H26総額 増減

 

    

《参考》他団体比較（住民１人あたり） （単位：千円）
宍粟市 相生市 赤穂市 たつの市 加西市 南あわじ市

経常行政コスト 467 89 343 377 359 447

人にかかるコスト 78 68 68 53 47 72
物にかかるコスト 172 112 120 92 103 163
移転支出的なコスト 248 203 149 224 204 201
注）他団体数値は、公表数値をもとに宍粟市において算出しています。  

 

 

 

 

 面積が広く人口密度が低いため、1人あたりの資産形成規模は大きくなる傾向にあります。

公共資産規模に対する地方債残高は、他団体と比較しても平均的な範囲にあります。 

 合併後の整理統合など経費削減を進めていますが、市域面積が広大なこともあり、近隣市町

に比べ経常行政コストが高くなっています。人件費の削減・公共施設の統廃合など、さらに行

財政改革を進めていく必要があります。 
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   ◇世代間負担比率による分析 

     ・世代間負担比率とは・・・【純資産（地方債）合計÷公共資産合計】 

社会資本形成の財源が「純資産によるのか」、「地方債によるのか」を表すことで、その依存割合から世

代間負担の公平性を測ることができます。 

    

（単位：百万円）

Ｈ２５ Ｈ２６ 増減

純資産残高 ① 75,275 74,780 △ 495

地方債残高（翌年度償還予定地方債を含む。） ② 32,729 31,474 △ 1,255

公共資産残高 Ａ 99,940 97,665 △ 2,275

75.3% 76.6% 1.2%

32.7% 32.2% -0.5%将来の世代負担　②/Ａ

これまでの世代負担　①/Ａ

 

    

《参考》他団体比較

宍粟市 相生市 赤穂市 たつの市 加西市 南あわじ市

これまでの
世代による負担

76.6% 82.5% 81.6% 80.0% 74.0% 79.3%

将来の
世代による負担

32.2% 23.5% 28.9% 32.6% 30.2% 31.6%

注）他団体数値は、公表数値をもとに宍粟市において算出しています。
 

 

 

 

 

   ◇資産形成規模（歳入額対資産比率） 

     ・資産形成規模とは・・・【公共資産合計÷歳入総額※】 

                             ※「歳入総額」は資金収支計算書の各部の収入合計の総額に期首歳計現金残高を加算して算出 

        これまでその団体が重点を置いてきた施策が、「資本形成」なのか「経常行政サービス」なのかを見るこ

とができます。比率により算出される年数が多いほど資本形成が進んでいることとなりますが、将来の維持

管理経費や更新経費への歳出予測を示す可能性もあります。 

      

（ 単 位 ： 百 万 円 ）

Ｈ２５ Ｈ２６ 増減

公共資産合計 ① 99,940 97,665 △ 2,275

歳入合計 ② 24,826 24,993 167

4.0 3.9 0.1資 産 形 成 規 模 （ 年 ） 　 　 ① / ②
 

    

《参考》他団体比較

宍粟市 相生市（H25） 赤穂市 たつの市（H25） 加西市 南あわじ市

資産形成規模 3.9年 4.5年 4.5年 3.5年 3.1年 3.9年

注）他団体数値は、公表数値をもとに宍粟市において算出しています。
 

 

 

 

 

 合併後の資産形成に伴う地方債の発行により、経年比較では将来負担は増加傾向にありま

す。将来負担割合は 32.2%とやや高い数値でありますが、他団体と比較すると地方債に依存し

ている度合が若干高いことが分かります。 

 資産形成規模は、単年度の歳入総額の 3.9年分に相当します。合併後の基盤整備による公共

資産については減価償却により減少していますが、近隣団体、類似団体と比較すると概ね適正

な資産形成規模であることが分かります。 
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   ◇資産老朽化比率 

     ・資産老朽化比率とは・・・【減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）】 

       有形固定資産のうち、土地以外の償却資産取得価格に対する減価償却累計額の割合を計算することで、

耐用年数に比べて取得からどの程度経過しているのかを把握することができます。 

（単位：百万円）

減価償却
累計額

比率
減価償却
累計額

比率

生活インフラ・国土保全 16,499 41.5% 17,332 42.7%

教育 14,611 41.6% 15,328 41.9%

福祉 2,839 67.3% 2,954 67.5%

環境衛生 13,116 60.4% 13,888 63.1%

産業振興 40,880 74.3% 42,010 75.9%

消防 3,878 85.1% 3,955 85.8%

総務 5,283 37.7% 5,682 39.0%

合計 97,106 55.7% 101,149 56.8%

Ｈ２５ Ｈ２６

  

 

 

 

 

 ※ H25財務書類における数値中、退職手当引当金繰入額を修正した数値としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資産老朽化比率が高くなっているものは、更新時期が近づいている施設がある可能性があります。

今後、公共施設等総合管理計画などに基づき資産を更新していく必要があります。 
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Ⅳ．連結財務諸表 

 １．連結財務諸表の作成基準等 

  （１）作成基準 

     基   準 ・・・ 総務省方式改訂モデル 

     基 準 日 ・・・ 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日 

                ※貸借対照表は平成２７年３月３１日時点 

     基本データ ・・・ 昭和４４年以降の「地方財政状況調査」及び昭和４３年以前取得の公共施

設が存する土地（普通会計のみ）、同「地方公営企業決算状況調査」、各会

計及び連結対象団体決算数値など 

 

  （２）連結判定基準 

     公営企業会計    地方公共団体に属する会計（全部連結） 

     特別会計      地方公共団体に属する会計（全部連結） 

     一部事務組合    加入する全ての一部事務組合（比例連結） 

※ 兵庫県市町村職員退職手当組合については、貸借対照表に退職手当積立金、若

しくは退職手当引当金を計上しており、実質的に連結したのと同様になっている

と考えられることから連結したものとみなし、別途個別の連結は行いません。 

  また、兵庫県町議会議員公務災害補償組合、兵庫県市町交通災害共済組合は、

負担割合が僅少であるため、連結対象から除外しています。 

     第三セクター等   出資比率が５０％以上の法人等（全部連結） 

                ※ ２５％以上５０％未満の法人等は、業務運営に実質的主導的な立場を確保して

いる場合を連結対象とします。（例：役員の過半数以上が市職員など） 

   －連結対象団体－ 

会計・法人名等
会計数・
法人数等

普通会計 一般、鷹巣診療所 2
公営企業会計 水道、病院、農業共済 3

特別会計
国民健康保険、国民健康保険診療所、後期高齢者医療、介護
保険、下水道、農業集落排水 6

一部事務組合
西はりま消防組合、にしはりま環境事務組合、三土中学校事務
組合、後期高齢者広域連合 4

第三セクター等
(公財)しそう森林王国協会、(公財)宍粟市文化振興財団、(有)伊
沢の里、(一財)宍粟北みどり農林公社、播磨いちのみや（株）、
(株)波賀メイプル公社、(株)フォレストステーション波賀

7

区分

地
方
公
共
団
体

関
係
団
体

 

     ※ （株）波賀メイプル公社、（株）フォレストステーション波賀は H27.3.31時点の標記としています。 

  （３）その他 

連結対象団体内において、繰出金や貸付金及び出資金などの資金の移動がある場合は、相殺消

去による調整を行っています。また、連結対象団体内で出納整理期間内の資金移動などがある場

合は、未収未払の修正を行っています。 

なお、連結により得られる情報は、市が関係する団体等全体の状況を一つの行政主体として把
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握するためのものであり、すべての資産及び負債等が市に帰属するものではありません。 

 ２．連結財務諸表の分析 

  （１）普通会計貸借対照表と連結貸借対照表の比較 

    普通会計と連結全体の貸借対照表を比較することで、普通会計以外の社会資本形成を伴う行政サー

ビスの規模などを分析することができます。 

    

（単位：百万円）
連単倍率

金額 構成比 金額 構成比 （倍）
公共資産 97,665 88.5% 154,290 90.9% 1.58
投資等 8,146 7.4% 8,177 4.8% 1.00
流動資産 4,486 4.1% 7,206 4.2% 1.61
繰延勘定 － － 0 0.0% －
　　資産合計 110,297 100.0% 169,673 100.0% 1.54
地方債 28,274 25.6% 59,825 35.3% 2.12
翌年度償還予定地方債 3,200 2.9% 5,770 3.4% 1.80
退職手当引当金 3,852 3.5% 5,704 3.4% 1.48
その他の負債 191 0.2% 3,683 2.2% 19.28
　　負債合計 35,517 32.2% 74,982 44.2% 2.11
純資産 74,780 67.8% 94,692 55.8% 1.27
　　負債・純資産合計 110,297 100.0% 169,674 100.0% 1.54

連結普通会計

 
 

 

 

 

 

 

    

  （２）普通会計行政コスト計算書と連結行政コスト計算書の比較 

    普通会計と連結全体の行政コスト計算書を比較することで、普通会計以外の行政サービスの規模な

どを分析することができます。 

 

（単位：百万円）
連単倍率

金額 構成比 金額 構成比 （倍）
経常行政コスト 20,597 100.0% 40,089 100.0% 1.95
　（１）人にかかるコスト 3,174 15.4% 6,933 17.3% 2.18
　（２）物にかかるコスト 6,945 33.7% 11,925 29.7% 1.72
　（３）移転支出的なコスト 10,035 48.7% 19,077 47.6% 1.90
　（４）その他のコスト 443 2.2% 2,154 5.4% 4.86
経常収益 766 100.0% 15,137 100.0% 19.76
純経常行政コスト 19,831 24,952 1.26

連結普通会計

 

公共資産と地方債を比較した場合、公共資産（1.58）に対し地方債（2.12）が大きく、普通会

計に比べ将来負担が大きいことが分かります。主な要因としては、上下水道事業等の整備、病

院建物の改修等による地方債が影響しているものと考えられます。また、流動資産では、公共

資産規模（1.58）に対し、流動資産（1.61）（現金や未収金等）を多く保有していることが分か

りますが、これは水道会計、病院会計などが保有する運営資金によるものです。 

 独立採算制を原則とする特別会計等は、行政サービスの対価として使用料や保険料などを徴

収しているため経常収益が大きくなります。その他の行政コストが大きくなっている要因とし

ては、第三セクターの仕入れ原価の影響が大きくなっているためです。 


